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2008年７月29日《No.2029》
【憲法改悪阻止闘争ニュース　No.46】

被爆国の日本として、平和を守ろう！
「国公・岐阜９条の会」第３回憲法フォーラムを開催
【国公・岐阜９条の会発】７月１６日（水）午後６時３０分より、岐阜市市民会館にて「国公・岐阜９条の会」学習会・憲法フォーラムが開催されました。岐阜県国公の協力を得て、シリーズ第３回目を迎えました。
今回は、「岐阜・九条の会」代表世話人で岐阜聖徳学園大学短期大学部名誉教授の木戸季市さんを講師としてお招きし、『原爆症認定集団訴訟運動に関する私的報告』と題した講義を聴講できるという貴重な学習会でした。

　木戸さんは５歳の時に長崎で被爆され、今は日本被団協（日本原水爆被害者団体協議会）の事務局長もされておられます。講義は、このような経験と多岐にわたる深い学識に裏付けされた、想像以上にすばらしい内容でした。

　講義の最後に、木戸さんは現行の被爆者援護法（原子爆弾被害者に対する援護に関する法律：1995施行）における２つの問題点（人類的課題）を指摘されました。被爆国の国民として覚えておきたいことです。

【被爆者援護法の２つの問題点】

1 （アメリカ合衆国政府が行った）原爆投下という問題を（日本政府が）問わずにいること。

2 核兵器を核抑止論として正当化していること。

	「国公・岐阜９条の会」今後の連続学習会の予定

　９月　ワーキング・プアの問題

１０月　憲法と地方自治（地方自治研に結集）　


【写真の説明】

〈右上〉様々な資料を使って説明をされた木戸先生、〈左上〉木戸先生の講義に聴き入る国公関係者、〈右横〉木戸先生の講義に感想を寄せられた岐阜大学で憲法学を講義されている当会代表の近藤先生
	〈解説〉日本の原爆開発と原子力政策

　日本の原爆開発は1940年に帝国陸軍航空技術研究所長に任についていた安田武雄中将による国際的な文献の研究に始まる。その部下、鈴木辰三郎中佐が原爆の実現可能性の調査を安田に命じられ、科学者の助言を得て、朝鮮半島やビルマ（現ミャンマー連邦）にあるウラン（ウラニウム）鉱石を原料とすることで、原爆製造が可能であることを報告した。その後、1941年、物理学者の仁科芳雄に原爆製造の公式命令が出され、さらに２年後、帝国陸軍が原爆開発の研究を正式に認可。日・独と米の３国における原爆開発の時期に大差はなかったが、1941年に発見されたプルトニウムが核分裂性であることを日本の原爆研究者は誰一人として知らなかったために、ウラン濃縮だけに頼る研究開発となり、結果として原爆を製造するまでには至らなかった。

　広島型原爆がウラン濃縮型であるのに対し、長崎型（及びネバダ実験型）原爆はプルトニウム型である。

　ちなみに、ウランは原子番号92で記号はＵ。天然に存在するものは質量数234、235及び238で、天然に存在する元素の中で最も思い。一方、プルトニウムは天然には存在しない人口の放射性元素で、Ｕ238が中性子を吸収し、Ｕ239になり、さらにβ線を放出してネプツニウム239に、それが再度β線を放出することでプルトニウム239になる。このプルトニウム239は、前述したようにそれ自体の核分裂性があるため、1995年12月8日にナトリウム漏れ事故を起こした「もんじゅ」などの高速増殖炉（ＦＢＲ）の燃料に使われている。現在、日本はエネルギーの安定供給と地球温暖化対策の観点から、原子力発電の拡大を図ろうとしている。今後、例えば、自家用自動車等が燃料電池車に転換され、家庭での電力消費に拍車がかかると、化石燃料ではなく原子力に頼らざるを得ない社会が造られてしまうだろう。そうなると、日本の津々浦々に原子炉が造られ、チェルノブイリのような事故に遭遇する確率が高まる危険性があります。


（国公・岐阜９条の会会報08年7月号より転載）
　
「憲法九条はどのように誕生したか」に感銘
「国税ＯＢ東京９条の会」が学習会
「国税ＯＢ東京九条の会」は７月９日、早稲田大学の岩田行雄氏（憲法研究家）を講師に招いて「憲法九条はどのように誕生したか」の学習会を東京都内で開きました。
この学習会には、「税理士九条の会」も含めて２１名が参加しました。

岩田先生は、憲法誕生のいきさつを、資料をもとに事実に基づいて説明され、大変説得力のあるお話で感銘を受けました。

また、岩田先生は、「検証、憲法第九条の誕生」などの著書もあり、当日会場で格安で販売。「本が普及することで改憲阻止の力になれば、私としては帳尻が合う」と話されたのがとても印象的でした。　　　　　　　　　　　　　　　　（「全国税東京ＯＢ会便り」7月15日号より転載）

■ 共同センターHPで、情勢と運動を知ろう！http://www.kyodo-center.jp/
　◆　各地で代表者会議　夏から秋が勝負
　６月２１日の憲法改悪反対共同センターの第７回全国交流集会を受けて各地方で幹事団体会議、代表者会議、ブロック交流会議などが開かれ、この間の運動の到達点を確認するとともに、与党が派兵恒久法や憲法審査会の始動を臨時国会で画策しようとしている情勢のもとで、夏から年末にかけての運動を具体化しています。
■ 東京　10.11月を第二次憲法運動推進強化月間に設定
■ 愛知　9/9 全県いっせい宣伝
■ 大阪　年内に府民過半数の２２０万筆めざす
■ 兵庫　新婦人・西宮支部　憲法署名　女性有権者の5.7％
■ 長崎　派兵法反対の学習・宣伝・署名強化を確認
■ 神奈川　労組が団地訪問
※記事の詳細は「共同センターニュース」7月28日号No169参照

http://www.kyodo-center.jp/news/no169/no169.html

憲法学習会の紹介　
■憲法会議　「2008年憲法講座」
◇日　時　　8月31日(日)午後1時～午後5時
◇会　場　　明治大学駿河台キャンパス・リバティホール
　　　　　(ＪＲ・地下鉄「お茶ノ水駅」下車2分、地下鉄「新御茶ノ水駅」下車5分)　
　＊第一講座　　日米同盟の新段階と日本国憲法
　　　　　　　　　　講師：吉岡　吉典(元参議院議員)
　＊第二講座　　今日の政治情勢の特徴と改憲策動
　　　　　　　　　　講師：渡辺　治(一橋大学教授)
　＊特別報告　　臨時国会をめぐる情勢
　　　　　　　　　　講師：日本共産党国会議員団
◇参加費　資料代として1000円(学生500円) 　先着順
◇申込み　電話・FAX・メール　憲法会議　電話03-3261-9007　FAX03-3261-5453
◇主　催　憲法会議・東京憲法会議・千葉憲法会議・神奈川憲法会議・埼玉憲法会議
■「九条の会」事務局学習会
◇テーマ　名古屋高裁判決と派兵恒久法

◇９月13日（土）午後１時30分～４時

◇会場　　星陵会館（地下鉄・永田町下車）

◇講師　　小林武（愛知大学教授）／半田滋（東京新聞編集委員）／渡辺治（一橋大学教授）

◇参加費　1000円

◇主催　　九条の会
▼　さまざまなとりくみ（行動や学習会など）のメール通信やＦＡＸをお寄せください
以　上
国公労連速報
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